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加美町公共施設等総合管理計画改訂支援業務委託 

に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

加美町公共施設等総合管理計画改訂支援業務委託（以下「本業務」という。）に係る公募型プ

ロポーザル（以下「本プロポーザル」という。）の各種手続、要件及び審査等の内容については、

次のとおりとする。 

 

 

第１ 目的 

  本実施要領は、本業務を委託するにあたり、その実施事業者を公募型プロポーザル方式によ

り選定することについて、必要な事項を定めるものである。 

 

 

第２ 業務概要 

１ 業務名 

加美町公共施設等総合管理計画改訂支援業務委託 

 

２ 業務内容 

別紙「加美町公共施設等総合管理計画改訂支援業務委託仕様書」のとおり 

 

３ 業務期間 

契約締結日の翌日から令和９年３月３１日まで 

 

４ 委託料提案上限額 

   ⑴ ２ヶ年での委託料提案上限額は１９，４００，０００円（消費税及び地方消費税を含む）とする。 

なお、各年度の内訳は、以下のとおりとする。 

年度 委託料上限額 備考 

令和７年度 ９，５００，０００ 

消費税及び地方

消費税を含む 
令和８年度 ９，９００，０００ 

計 １９，４００，０００ 

   ⑵ 当該委託料提案上限額は、本業務委託に係る必要経費の全てを含む。 

 

 

第３ 担当課 

〒９８１-４２９２ 

宮城県加美郡加美町字西田三番５番地 

加美町役場 行政経営推進課 

電話：０２２９-６３-５２５５  ＦＡＸ：０２２９-６３-３３９８ 

電子メール：gyosei-manage@town.kami.miyagi.jp 
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第４ スケジュール 

本プロポーザルの実施スケジュールは、次のとおりとする。（予定のため変更あり） 

実施内容 日時 

公募開始（公告日） 令和７年６月２５日 (水） 

質問書の提出期限 令和７年７月 ９日（水）  

質問書の回答期限 令和７年７月１４日（月）  

参加表明書等の提出期限 令和７年７月１８日（金） 午後５時必着 

企画提案書等の提出期限 令和７年７月２９日（火） 午後５時必着 

参加辞退書の提出期限 令和７年８月 １日（金） 午後５時必着 

プレゼンテーション審査 令和７年８月 ６日（水） 予定 

審査の結果通知 令和７年８月 ８日（金） 予定 

詳細協議・見積徴収 令和７年８月 中旬 予定 

契約締結 令和７年８月 下旬 予定 

 

 

第５ 参加資格要件 

１ 資格要件 

本プロポーザルに参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていること。 

⑴ 令和６年・令和７年度加美町入札参加資格者名簿（物品役務）に登録された者である

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しないこ

と。 

⑶ 公募の日から参加表明書提出日までの間に、加美町入札等参加業者指名停止要項にお

ける指名停止措置を受けている期間のない者であること。 

⑷ 公募の日から参加表明書提出日までの間に、暴力団等排除措置要綱による排除措置期

※登録がなされていない場合 

本町公式ホームページ【令和６年度・令和７年度加美町入札参加資格審査申請情

報（物品役務）】にて詳細を確認のうえ、必要書類を提出すること。 

https://www.town.kami.miyagi.jp/sangyoshinko/nyuusatsu_keiyaku/2575.html 

 [提出期限] 令和７年７月１４日（月）午後５時必着 

 [提出場所] 〒９８１-４２９２ 宮城県加美郡加美町字西田三番５番地 

       加美町役場 総務課 契約管財係 

 [提出方法] 持参又は郵送による。郵送の場合は期限までに必着のこと。 
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間のない者であること。 

⑸ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立て、民事再生

法（平成 1 1 年法律第 225 号）に基づき更生手続開始の申立て、又は破産法（平成 16 

年法律第 7 5号）に基づき破産手続開始の申立てがなされていない者であること。 

ただし、更生手続き開始の申立て、又は再生手続きの申立てがなされている者であっ

ても、手続開始の決定後、本町に競争入札参加資格の再申請を行っている者は、当該申

立てがなされていない者とみなす。 

 

 

第６ 参加表明手続 

１ 参加表明書の提出 

本プロポーザルに参加を希望する者は、次のとおり参加表明書及び関係書類（以下「参加

表明書等」という。）を提出しなければならない。なお、期限までに参加表明書等を提出し

ない者又は参加資格要件に該当しないと認められた者は、本プロポーザルに参加することが

できない。 

⑴ 提出書類（提出部数：各１部） 

ア（様式１）参加表明書 

イ（任意様式）会社概要（パンフレットでの代用も可能） 

ウ（様式２）業務実績調書 

エ（様式３）業務実施体制調書（組織図や連絡体制図等の追加提出も可能） 

⑵ 提出期限  令和７年７月１８日（金）午後５時必着 

⑶ 提出場所  第３に同じ 

⑷ 提出方法  持参又は郵送による。郵送の場合は期限までに必着のこと。 

 

 

第７ 企画提案書等の作成要領 

参加表明書等を受理された者（以下「企画提案者」という。）は、次に定めるところにより

企画提案書及び見積書（以下「企画提案書等」という。）を作成し、提出するものとする。 

１ 提案内容 

企画提案書等は、別紙「企画提案評価基準」の内容に沿って作成すること。 

 

２ 提出書類 

⑴ 企画提案書（提出部数：８部） 

  Ａ４サイズ（横）で表紙・目次を含まずにページ番号を付記し、カラー両面印刷によ

り作成すること。なお、ページ数は表紙・目次を含まず、全体で２０枚以内（４０ペー

ジ以内）とする。 

ア（様式４）企画提案書 

⑵ 見積書（提出部数：１部） 

ア（様式５）見積書 

 

３ 提出方法等 

⑴ 提出期限  令和７年７月２９日（火）午後５時必着 
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⑵ 提出場所  第３に同じ 

⑶ 提出方法  持参又は郵送による。郵送の場合は期限までに必着のこと。 

 
４ 企画提案書の著作権等の取扱い 

⑴ 企画提案書の著作権は、当該企画提案書を作成した者に帰属するものとする。 

⑵ 町は、本プロポーザルの手続及びこれに係る事務処理において必要があるときは、提

出された企画提案書の全部又は一部の複製等をすることができるものとする。 

⑶ 町は、企画提案者から提出された企画提案書について、加美町情報公開条例（平成

15 年 条例第 10 号）の規定による請求に基づき、第三者に公開することができるもの

とする。 

ただし、当該法人等又は当該事業を営む個人の権利、競争上の地位その他正当な利益

を害するおそれがある情報等は非公開となる場合がある。なお、本プロポーザルの受託

候補者特定前において、決定に影響がでるおそれがある情報については、決定後の公開

とする。 

 

 

第８ 質疑応答 

１ 質問 

参加表明書等及び企画提案書等の作成について、質問がある場合は、次のとおり質問書を

提出すること。なお、質問がない場合、提出は不要である。 

⑴ 提出書類  （様式６）質問書 

⑵ 提出期間  令和７年７月９日（水）午後５時必着 

⑶ 提出場所  第３に同じ 

⑷ 提出方法  ア 電子メールによる。送信後、電話により受信確認を必ず行うこと。 

        イ 電子メールの件名は,「【質問】計画改訂支援業務（法人等の名

称）」とすること。 

 

２ 回答 

質問の回答は、本町公式ホームページ上に当該回答内容を公開するものとする。 

⑴ 回答期限  令和７年７月１４日（月） 

   ⑵ 回答方法  本町公式ホームページにて随時公表 

 

 

第９ 失格事項 

１ 失格事項 

次のいずれかに該当した者は、その者を失格とする。 

⑴ 参加資格要件を満たしていない場合 

⑵ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

⑶ 実施要領等で示された、提出期限、提出場所、提出方法、書類作成時の留意事項等の

条件に適合しない書類の提出があった場合 

⑷ 選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 
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第１０ 審査方法及び評価基準 

１ 委員会の設置 

企画提案の審査、評価及びプレゼンテーション審査参加者や受託候補者の選定を行うため、

加美町公共施設等総合管理計画改訂支援業務プロポーザル審査委員会（以下「委員会」とい

う。）を設置する。委員会の事務局は、第３のとおり 加美町役場 行政経営推進課 が所管

する。 

 

２ 委員会の構成 

  町職員５名とする。 

 

３ 審査方法 

  ⑴ プレゼンテーション審査 

委員会において、提案内容をより理解するため、企画提案書に係るプレゼンテーショ

ンを次のとおり行う。 

ア 実施方法 

○ １者ずつの呼び込み方式とし、１者の持ち時間は計３０分（プレゼン２０分、 

質疑応答１０分）とする。 

○ プレゼンテーションの内容は、事前に提出した企画提案書に基づく説明を基

本とし、新たな資料の追加や修正等により、提案書の内容が変更となるような

ものは認めない。 

○ プレゼンテーションの説明者は、パソコン操作員を含めて３人までとする。 

○ 欠席した場合は、企画提案書の審査、評価及び受託候補者の特定から除外す

る。 

イ 実施日時及び場所 

○ 日 時  令和７年８月６日（水）《予定》 

＊時間は、後日電子メールにて連絡する。 

○ 場 所  加美町役場 本庁舎 第一会議室（３階） 

〒９８１-４２９２ 宮城県加美郡加美町字西田三番５番地 

ウ 結果通知 

○ 通知日  令和７年８月８日（金）《予定》 

○ 通知方法 電子メールで送付した後、順次書面にて通知 

 

４ 評価基準 

得点は、委員一人あたり、別紙「企画提案評価基準」における４項目（基本方針、業務体

制、企画提案、見積金額）の合計２００点からなる。 

 

５ 受託候補者の選定 

プレゼンテーション審査において、上記「４ 評価基準」により、各委員の評価点を合計

し順位を付け、最も評価点数の高い者を委員会の合議の上、受託候補者として選定し、次い

で評価点数の高い者を次点候補者として選定する。 

なお、最低基準点は １００点×５人＝５００点とする。 
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６ 審査結果の公表 

プレゼンテーション審査の審査結果については、本町公式ホームページにて、次の事項を

公表するものとする。 

  ⑴ プレゼンテーション審査の結果 

    ア 受託候補者 

（次点候補者の公表は行わず、結果通知において該当する企画提案者へのみ通知

するものとする。） 

   ⑵ 審査結果 

     審査結果に関する一切の事項についての質問、説明請求、意見等は受け付けないもの

とする。 

 

７ その他 

参加表明書提出後、本プロポーザルへの参加を辞退する場合は、参加辞退書（様式７）を

提出すること。 

⑴ 提出期限  令和７年８月１日（月）午後５時必着 

⑵ 提出場所  第３に同じ 

⑶ 提出方法  持参又は郵送による。郵送の場合は期限までに必着のこと。 

 

 

第１１ 契約に関する基本事項 

１ 契約の締結 

受託候補者と当該業務について協議を行い、提案内容を反映した仕様書を作成し、その仕

様書に基づく見積書を徴収し随意契約の方法により契約を締結する。 

 

２ 契約保証金 

契約予定金額の１０％以上（免除規定あり） 

 

３ 契約書作成の要否 

要する。 

 

４ 支払条件 

支払いは、年度毎に業務完了後に支払うものとする。 

 

第１２ その他 

⑴ 手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本通貨に限る。 

⑵ 参加表明及び企画提案に係る書類作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。 

⑶ 提出された書類は返還しない。 

⑷ 提出された書類は、提出者に無断で本プロポーザル以外の用に使用しない。 

⑸ 本プロポーザルに参加を希望する者又は企画提案者が１者の場合でも審査は実施する。 


